
 

「2025 年度建設バックオフィス業務の DX 推進支援助成事業 

（電子商取引（CI-NET）導入支援）」募集要項 

 

一般財団法人建設業振興基金 

 

1. 趣旨 

建設業は、他産業を上回る高齢化が進んでおり、近い将来に高齢者の大量離職による担

い手の減少が見込まれることから、担い手の確保と併せて生産性の向上を図ることが重要

です。そうした中、いまだに残る紙文化、取引先に合わせて同じ機能であっても別々のサ

ービスを使用せざるを得ない非効率等の建設業特有の事情により、特に中小建設企業の DX

への取組が遅れています。 

建設業振興基金（以下、本財団）では、このような状況に鑑み中小建設企業を対象とし

て企業間連携による様々なバックオフィス業務の DX 推進を支援する「 建設バックオフィス

業務の DX推進支援助成事業」を実施します。 

 

2. 助成対象事業 

(1)「新たに CI-NET（見積・契約・出来高・請求業務）を導入する取組 

(2)「CI-NET 利用中の企業が出来高・請求業務等への利用範囲を拡大する取組 

 

3. 助成対象事業者 

中小建設企業（元請企業・下請企業を問いません） 

 

4. 助成金額 

CI-NET の新規導入・利用範囲を拡大する企業１社あたり上限 5万円 

 

5. 助成対象期間 

申請期間：2025 年 12 月 1 日～2026 年 3月 31 日 

※但し、予算額に達した時点で終了（予算額に達した時点で建設業振興基金 HP にてお知

らせします） 

 

6. 助成金申請方法等 

(1)「「2.(1)の取組 

助成対象事業者が CI-NET サービスを提供する下表の企業と 2025「年「 11「月「 1「日から

2026「年「3「月「31「日の間に下表のサービス導入「（新規契約）を行った際に、当該企業を

通して助成金額をお支払いします。 

※助成対象事業者は本財団への助成金交付申請は不要です。 

※表中の 3サービス以外は支給対象となりません。 

 

 



 

  「(2)「「2.(2)の取組 

2025「年「11「月「1「日から 2026「年「3「月「31「日の間に利用範囲を拡大し、助成対象期間

内に申請いただき、範囲の拡大が確認された後に、当該助成対象事業者に助成金額を

お支払いします。 

利用範囲の拡大とは、下記のいずれかの業務を新たに追加利用する事となります。 

 設備見積」「 購買見積」「 出来高「・請求」「 立替金」「 支払通知」「 工事請負契約外請求」 

※助成金申請は 1回のみ可能です。また、2.「（1）の助成金を交付された企業は申請で

きません。 

※情報表現規約のみに準拠する CI-NET限定型サービスは支給対象となりません。 

   提出書類：助成金申請書（様式 1-2） 

   提出先 ：e-mail：dx_support@kensetsu-kikin.or.jp 

 

7. 本助成事業に関するお問い合わせ先 

一般財団法人建設業振興基金 ＤＸ推進助成事業窓口 

e-mail：dx_support@kensetsu-kikin.or.jp 


